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※1 三井不動産（株）および連結子会社のうち、建物保有会社もしくは従業員100人以上の会社が保有する施設となります。集計範囲・方法の見直し等により数値が変動する可能性があります。
※2 2018～2020年度：対象範囲は原則として「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」に基づいて報告義務のある施設となります。ただし、一部の施設を除きます。
※3 育児目的休暇の取得率
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データセクション　

事業環境と営業概況

当連結会計年度のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴

う経済活動の制限が長期化するなか、9月末の緊急事態宣言等の解除に

伴い、企業収益や個人消費に持ち直しの動きがみられましたが、1月以降

は、感染力の強い新たな変異ウイルスの急拡大の影響を受けるなど、年

度を通して不安定な状況が続きました。また、ロシアによるウクライナ侵攻

をはじめとする地政学的リスクの高まりに加え、エネルギー価格や原材料

価格の高騰等により、先行き不透明感が高まりました。

当不動産業界では、オフィス賃貸事業については、一部では働き方の見

直しによるオフィスの集約や縮小の動きもあり、空室率は緩やかな上昇傾

向がみられたものの、都心の好立地物件における底堅い需要等の支えも

あり、総じて堅調に推移しました。商業施設賃貸事業については、断続的

な緊急事態宣言等の影響を受けましたが、郊外型の施設を中心に売上は

持ち直しの動きがあり、新型コロナウイルス感染症拡大前の水準には至ら

ないものの、順調な回復傾向がみられました。物流施設賃貸事業について

は、EC事業拡大等による物流施設への需要の高まりから、新規供給面積

が増えるなど、市場規模が拡大しました。ホテル施設運営事業について

は、宿泊主体型ホテルやリゾートホテルにおいて、ビジネス利用の一時的

な回復やアウトバウンドニーズの取り込みなどにより、一部で持ち直しの動

きもみられましたが、長期化する行動制限の影響やインバウンドニーズの回

復の遅れなどにより、引き続き厳しい状況となりました。住宅分譲事業につ

いては、住環境に対する関心の高まりやニーズの多様化、低金利の継続

等により、顧客の購入意欲は高い状況が続き、マーケットは堅調に推移し

ました。また、不動産投資事業については、引き続き投資家の投資意欲は

高く、緩和的な金融環境のもとで、Jリート市場の不動産保有額が増加する

など、拡大傾向が続きました。

このような事業環境のもと、当社グループにおきましては、感染対策を各

施設で徹底し、施設営業の正常化を図ってまいりました。そのための新た

な施策として、専門家の監修により医学的・工学的知見に基づき、飛沫感

染・エアロゾル感染・接触感染に対する全施設共通の「三井不動産９

BOX感染症対策基準」を策定いたしました。また、法人向け多拠点型サテ

ライトオフィス「ワークスタイリング」におけるリモートワーク向けサービスの強

化、リアル店舗共生型ECモール「＆mall」事業の拡大、共用部にワークス

ペースを備えた住宅の開発等、新型コロナウイルス感染症による働き方や

暮らし方の不可逆的な変化を捉え、ポストコロナを見据えた施策を推進す

るなど、グループ長期経営方針「VISION 2025」に基づき、新たな価値創

造に取り組んでまいりました。

当社グループは、「街づくりを通して、持続可能な社会の構築を実現」す

ることに向けて様 な々社会課題の解決に寄与することがデベロッパーの社

会的使命であると認識しており、「環境負荷低減」と「人材活躍」の分野に

おいて新たな行動計画・取り組み方針を策定いたしました。

まず、グループ全体の温室効果ガス排出量を2050年度までにネットゼ

ロとする目標を達成すべく、「脱炭素社会実現に向けたグループ行動計

画」を策定いたしました。これに基づき、首都圏の当社施設の共用部にお

ける電力グリーン化を進めるとともに、テナント企業へのグリーン電力提供

サービスを開始いたしました。さらに、同様の取り組みを中部圏・関西圏へ

拡大するなど、環境を重視した取り組みを推進してまいりました。あわせて、

環境分野への取り組みに特化した事業に発行される債券「グリーンボン

ド」のニューヨークにおけるオフィスビル開発の調達資金への充当、温室効

果ガス排出量削減目標の達成に応じて借入金利が変動するサステナビリ

ティ・リンク・ローンの実行等、サステナブルファイナンスによる資金調達も

行ってまいりました。このような取り組みの結果、当社は、国際的な環境調

査・情報開示を行う非営利団体であるCDPより、気候変動部門において

最高評価にあたる「CDP2021 気候変動Aリスト」に選定されました。

また、新しい価値を創造し続けるための原動力は人材であるという考え

のもと、「ダイバーシティ＆インクルージョン推進宣言」とその取り組み方針を

策定いたしました。取り組み方針では、女性活躍を重要なテーマと位置づ

け、当社において「女性管理職比率を2025年までに10％、2030年までに

20％」や「女性採用比率を40％」等の目標を定めるとともに、グループ各社

でも同様の項目で目標を設定し、進捗管理を行うことで、グループ全体の

取り組みを加速させております。また、組織・上司の意識改革を目的とした

研修をグループ全体で開催するなど、様 な々施策を行ってまいりました。こ

のような取り組みの結果、経済産業省と東京証券取引所が女性活躍推進

に優れた企業を選定する令和３年度「なでしこ銘柄」に選定されました。

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化するなか、これらの様 な々施

策を通じて、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益は

ともに、期中に公表した連結業績予想を上回る結果となりました。
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